
 

 
 

  

 

  

 

  
 



３　都市計画法・建築基準法以外の法令の担当窓口　　＊号欄の数字は「宅地建物取引業法施行令」第3条第1項の各号による。 　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年４月現在

号＊ 法令名 担当部署 場所 TEL 備考　（凡例）HP：横浜市ウェブページ

都市緑地法
（特別緑地保全地区内許可）

みどり環境局公園緑地管理課 市庁舎27F 671-3946
特別緑地保全地区→i-マッピー>地区計画その他地域地区
等

都市緑地法（緑地協定） みどり環境局環境活動事業課 市庁舎27F 671-3447

みどり環境局農政推進課 市庁舎23F 671-2726
生産緑地地区→i-マッピー>地区計画その他地域地区等
※来庁時はHPにて事前予約が必要

みどり環境局北部農政事務所（鶴見・神奈川・保
土ケ谷・旭・港北・緑・青葉・都筑区）

都筑区総合庁舎4Ｆ 948-2479
都筑区茅ケ崎中央32-1
※生産緑地地区の指定の有無についての問合せはこちら

みどり環境局南部農政事務所（西・中・南・港南・
磯子・金沢・戸塚・栄・泉・瀬谷区）

戸塚区総合庁舎8F 866-8492
戸塚区戸塚町16-17
※生産緑地地区の指定の有無についての問合せはこちら

都市整備局都心再生課（関内地区・山手地区） 市庁舎29F 671-2673

都市整備局みなとみらい・東神奈川臨海部推進
課（みなとみらい21中央地区）

市庁舎29F 671-3516

港湾局整備推進課（みなとみらい21新港地区） 市庁舎28F 671-7342

8 土地区画整理法 都市整備局市街地整備調整課 市庁舎29F 671-2695 i-マッピー>都市施設・市街地開発事業

18 都市再開発法 都市整備局市街地整備調整課 市庁舎29F 671-2695 i-マッピー>都市施設・市街地開発事業

22 歴史まちづくり法 都市整備局都市デザイン室 市庁舎29F 671-2023 現在横浜市の指定なし

23 港湾法 港湾局港湾管財課（臨港地区） 市庁舎28F 671-7080 臨港地区→i-マッピー>地区計画その他地域地区等

25 公有地の拡大の推進に関する法律 財政局ファシリティマネジメント推進課 市庁舎1２F 671-3977 HP検索＞公拡法

横浜市中央農業委員会（鶴見・神奈川・保土ケ谷・
旭・港北・緑・青葉・都筑区）

都筑区総合庁舎4Ｆ 948-2475 都筑区茅ケ崎中央32-1

横浜市南西部農業委員会（西・中・南・港南・磯
子・金沢・戸塚・栄・泉・瀬谷区）

戸塚区総合庁舎8F 866-8495 戸塚区戸塚町16-17

建築局宅地審査課（市街化区域） 市庁舎25F 671-4515～4518

建築局調整区域課（市街化調整区域） 市庁舎25F 671-4521
宅地造成等規制法 （※）
（造成宅地防災区域）

建築局宅地審査課 市庁舎25F 671-2945 横浜市の指定なし

24 マンションの建替え等の円滑化に関する法律 建築局住宅再生課 市庁舎24F 671-2954

30 都市公園法 みどり環境局公園緑地管理課（管財担当） 市庁舎27F 671-2645
HP>暮らし・総合＞まちづくり・環境＞みどり・公園＞公園＞
公園　横浜市の都市公園データ集

32 首都圏近郊緑地保全法 みどり環境局公園緑地管理課 市庁舎27F 671-3946
国土交通省のHP（円海山・北鎌倉近郊緑地保全区域の拡大
指定ついて）

36 下水道法 下水道河川局マネジメント推進課 市庁舎24F 671-2838 現在横浜市の該当なし

国土交通省関東地方整備局
京浜河川事務所管理課

503-4013 鶴見区鶴見中央2-18-1

神奈川県横浜川崎治水事務所 横浜西合同庁舎 411-2500 西区岡野2-12-20

下水道河川局河川管理課（権限移譲・資産管理担

当）
市庁舎21F 671-2856

HP>暮らし・総合>まちづくり・環境>河川・下水道>河川>河川
等の用地>河川区域・河川保全区域

38 特定都市河川浸水被害対策法 下水道河川局河川管理課（協議指導担当） 市庁舎21F 671-2898
関東地方整備局京浜河川事務所のHP
神奈川県のHP

39 海岸法 神奈川県砂防海岸課 神奈川県庁新庁舎11F 210-6505

40 津波防災法（津波災害警戒区域） 神奈川県県土整備局建設業課 640-6301 現在横浜市の指定なし

41 砂防法 神奈川県砂防海岸課 神奈川県庁新庁舎11F 210-6505

42 地すべり等防止法 神奈川県砂防海岸課 神奈川県庁新庁舎11F 210-6505

神奈川県横浜川崎治水事務所 横浜西合同庁舎 411-2500

建築局建築防災課 市庁舎25F 671-2948

神奈川県横浜川崎治水事務所 横浜西合同庁舎 411-2500

建築局建築防災課 市庁舎25F 671-2948

森林法（林地開発、保安林） 神奈川県横浜川崎地区農政事務所 県横浜農業合同庁舎 934-2373 緑区三保町2076

森林法（地域森林計画対象民有林内の
伐採及び伐採後の造林の届出）

みどり環境局公園緑地管理課 市庁舎27F 671-3946

森林法(森林の土地の所有者届出） みどり環境局公園緑地事業課 市庁舎27F 671-3534

47 道路法 （事業担当課）

50 土地収用法 （事業担当課）

51 文化財保護法 教育委員会事務局生涯学習文化財課 市庁舎14F 671-3284
HP>教育委員会>文化財・埋蔵文化財>埋蔵文化財の確認・
手続

東京国際空港東京空港事務所 03-5757-3000

厚木基地周辺：海上自衛隊管理隊 0467-78-8611

53 国土利用計画法 都市整備局企画課 市庁舎29F 671-3953
HP>事業者向け情報>分野別メニュー >　都市整備>国土利
用計画法の届出

55 廃棄物処理法 資源循環局事業系廃棄物対策課 市庁舎23F 671-2547 指定区域→HP（産業廃棄物最終処分場の跡地について）

56 土壌汚染対策法 みどり環境局水・土壌環境課 市庁舎27F 671-2494

（条例）要措置区域・（条例）形質変更時要届出区域→HP>事
業者向け情報>分野別メニュー>環境・公園・下水道>生活環
境の保全>土壌汚染・地下水汚染・地盤沈下>土壌汚染対策
>土壌汚染関連公表情報>土壌汚染に関連する土地の一覧

57 都市再生特別措置法 都市整備局企画課 市庁舎29F 671-3953
HP >暮らし・総合>まちづくり・環境>都市整備>都市づくりにお
ける総合調整>都市再生緊急整備地域・特定都市再生緊急
整備地域>都市再生緊急整備地域等について

58 地域再生法 政策経営局共創推進課 市庁舎９F 671-4395
・横浜市内には、第17条の17に基づく地域再生土地利用計
画の作成なし
・横浜市は全域が集中地域に該当している。

バリアフリー法（建築物）
指導担当（小・中規模　4F以下かつ3000㎡以下）
意匠担当（大規模　5F以上または3000㎡を超える）

市庁舎25F
671-4531
671-4552

バリアフリー法（基本構想の重点整備
地区・移動等円滑化経路協定）

道路局道路政策推進課 市庁舎22F 671-4086

60 災害対策基本法
（指定緊急避難場所、指定避難所）

総務局危機管理室地域防災課 市庁舎10F 671-2011

みどり環境局北部農政事務所（鶴見・神奈川・保土ケ
谷・旭・港北・緑・青葉・都筑区）

都筑区総合庁舎4Ｆ 948-2478 都筑区茅ケ崎中央32-1

みどり環境局南部農政事務所（西・中・南・港南・磯
子・金沢・戸塚・栄・泉・瀬谷区）

戸塚区総合庁舎8F 866-8491 戸塚区戸塚町16-17

横浜市では該当しない項目： 3 古都保存法（歴史的風土特別保存地区）　　6 特定空港周辺特別措置法　　16 近畿圏近郊整備区域等整備開発法

事業終了につき制限のない項目： 9 大都市地域住宅地等供給促進法（長津田地区土地区画整理促進区域完了）　- 旧市街地改造法（鶴見駅西口完了）　24 住宅地区改良事業

4

7 景観法

景観計画・都市景観協議地区→i-マッピー>景観計画・都市
景観協議地区
※景観計画区域は全市域であり、i-マッピーには、景観推進
地区（左記の４地区）の場合は地区名が、それ以外の場合は
「全市域」と表示されます。（景観推進地区以外は届出不要）

26 農地法

5 生産緑地法

27

宅地造成等規制法 （※）
（宅地造成工事規制区域）

宅地造成工事規制区域→i-マッピー

37
河川法
（河川区域・河川保全区域）

43 急傾斜地法

神奈川県横浜川崎治水事務所のHP
区域の確認は、神奈川県土砂災害情報ポータルで、区域詳
細の確認は神奈川県横浜川崎治水事務所までお問い合わ
せ下さい

44 土砂災害防止法

神奈川県横浜川崎治水事務所のHP
区域の確認は、神奈川県土砂災害情報ポータルで、区域詳
細の確認は神奈川県横浜川崎治水事務所までお問い合わ
せ下さい

45

52 航空法

15 首都圏近郊整備地帯等整備法　　17 流通業務市街地整備法　　19 沿道整備法　　20 集落地域整備法　　21 密集市街地防災街区整備法

59

農振法

31 自然公園法　　16 近畿圏保全区域整備法　　34 都市の低炭素化の促進に関する法律　　49 全国新幹線鉄道整備法　　61 東日本大震災復興特別区域法

横浜市では都市計画に定めていない項目： 10 地方拠点都市地域整備法　　11 被災市街地復興特別措置法　　12 新住宅市街地開発法　　13 新都市基盤整備法

（注）法令名の一部については略称又は通称を用いているものがあります。
（※）令和５年５月に宅地造成等規制法が改正されましたが、法改正施行日から最大２年間の経過措置期間における許可等については、改正前の法の規定が適用されます。
　　　なお、改正法（宅地造成及び特定盛土等規制法）は、横浜市が同法に基づく新たな規制区域の指定を公示した日から適用されます。
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